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平成２６年度栃木市一般会計及び特別会計決算 
並びに基金運用状況審査意見書について 

 

 

   地方自治法第２３３条第２項及び２４１条第５項の規定により審査に付され

た平成２６年度栃木市一般会計及び特別会計決算並びに基金運用状況を審査しま

したので、その結果について、次のとおり意見書を提出いたします。 
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平成２６年度栃木市一般会計及び特別会計歳入歳出決算 

並びに基金運用状況の審査意見 
 

平成２６年度栃木市一般会計及び特別会計歳入歳出並びに基金運用状況の審

査の概要は、次のとおりである。 

 

１ 審査の対象 

平成２６年度 一般会計歳入歳出決算 

平成２６年度 国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

平成２６年度 後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

平成２６年度 介護保険特別会計（保険事業勘定）歳入歳出決算 

平成２６年度 介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）歳入歳出決算 

平成２６年度 下水道特別会計歳入歳出決算 

平成２６年度 農業集落排水特別会計歳入歳出決算 

平成２６年度 医療福祉モール特別会計歳入歳出決算 

平成２６年度 千塚町上川原産業団地特別会計歳入歳出決算 

 

２ 審査の期間 

平成２７年７月１０日から平成２７年８月１７日まで 

 

３ 審査の方法 

予算執行の適正さ、業務の効果・効率性、さらに市長マニフェストの実現

に対する有効性も踏まえ、下記により審査を行った。 

(1) 歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、関係諸帳簿の照合、点検。 

(2) 関係職員の意見聴取を踏まえた予算執行の適否に関する審査。 

(3) 財産に関する調書については、調書、関係帳簿等の照査、正確性の審査。 

(4) 基金の運用状況に関する調書については、関係諸帳簿・証ひょう書類の

照査、内容及び運用状況の審査。 

なお、平成２６年４月５日に岩舟町が栃木市と合併したことに伴い、平成

２６年４月１日から４月４日までの岩舟町の打切り決算については、既に決

算審査は終了している。 

 

４ 審査の結果 

(1) 関係書類はいずれも法令の規定に準拠して作成されており、計数におい

ても正確であると認められた。 
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(2) 会計帳簿及び証ひょう書類等を照査したところ、計数は正確で、内容は

妥当なものと認められた。 

(3) 予算の執行状況及び事務処理は、概ね適正であると認められた。また、

財産に関する調書は、年度末現在高を明確に表示し、計数はいずれも正確

であると認められた。 

(4) 基金の運用状況は、基金出納簿及び関係証ひょう書類と符合し、それぞ

れの設置目的に従い、効率的に運用されているものと認められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※意見書中の注意事項 

・比率（％）は、小数点以下第２位を四捨五入した。 

・構成比率においては、合計が１００となるよう一部調整したものがある。 

・０．１未満の数値は、「０．０」と表示した。 

・数値がない場合は「－」と表示した。 
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総 括 意 見 

 

平成２６年度新しい「栃木市」は、合併により人口規模県内第３位の１６万

都市となり、新たな飛躍の第一歩を踏み出した。 

平成２６年度の予算は１市５町の合併直後の予算であるため、今までの決算

との比較をすることは難しいが、栃木市総合計画に基づいた諸施策への取組みと

ともに、各地域の特性を生かした事業を展開していると感じるところである。 

平成２６年度の決算状況を見ると、一般会計と特別会計を合わせた総額は、

歳入１０９３億２７２５万１３２２円、歳出１０４３億２４４７万９６５円とな

り、１千億円を超えた大規模な額となっている。歳入歳出差引額は５０億２７８

万３５７円、翌年度へ繰り越すべき財源１０億３１１７万３２４３円を差し引い

た実質収支額は３９億７１６０万７１１４円となった。 

一般会計決算は、岩舟町との合併により前年度との単純な比較はできないが、

歳入は８６億６１８２万３０２２円、歳出は８６億４５０６万５０５６円の増と

なった。 

また、市税や分担金・負担金などの収入未済額は２１億１６６４万１６３６

円、不納欠損額については、一般会計全体で１億７５５８万２２５円となってお

り、昨年と同様、多額の未収額となっている。 

特別会計決算は、歳入は６７億４３０７万７４３１円、歳出は６４億１６５

３万１５４４円の増となった。 

特別会計においても、一般会計と同様に、国民健康保険税、介護保険料、下

水道使用料、下水道受益者負担金等で収入未済額が目立ち、特別会計全体におけ

る収入未済額は１８億８７７万４８０７円に上っている。 

また、不納欠損額は、特別会計全体で２億３４７４万３２５２円となってい
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る。 

一般会計・特別会計を合わせると、収入未済額は３９億２５４１万６４４３

円、不納欠損額は４億１０３２万３４７７円という多大な金額であるため、今後

も、債権管理プランに基づいた徴収体制のさらなる強化を図り、市全体で効果的

な徴収に努めることが喫緊の課題である。 

平成２６年度決算においては、実質公債費比率は改善されているが、財政力

指数の数値が下がり、財政の硬直化を示す経常収支比率も高い数値を示しており

決して楽観視できる財政状況にはない。合併後５年を経過した本市において、合

併効果による行政の合理化・スリム化などは改善の兆しが若干見えつつあるもの

の、各所に今後の課題とされるものが混在しており、また近い将来、合併特例に

よる交付税等の歳入減少が想定されることから、今後も財政自立計画に基づき、

健全かつ将来を見据えた財政基盤の確立に取り組んでいただきたい。 

現在の国の経済情勢は、大企業を中心に過去最高水準のベースアップなど上

向き傾向にはなりつつあるが、個人消費で一部足踏みが見られるなど今後の見通

しについてはまだ不透明な状況となっている。 

本市においても人口減少問題への取り組み、斎場再整備や地方都市リノベー

ション事業など、財政運営に多大な影響を与える多くの課題が山積していること

から、限られた財源をより効率的・効果的に活用するとともに、総合計画に掲げ

た諸施策の実現に向け積極的に推進し、行政の本来の目的である市民福祉の向上

に寄与されるよう望むものである。 
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(1) 決算の概要 

ア 決算規模 

   一 般 会 計 689 億 7542 万 0977 円 

歳 入 1093 億 2725 万 1322 円   

  特 別 会 計 403 億 5183 万 0345 円 

 

   一 般 会 計 649 億 3567 万 7611 円 

歳 出 1043 億 2447 万 0965 円   

  特 別 会 計 393 億 8879 万 3354 円 

 

歳入歳出差引額（形式収支額）   50 億 0278 万 0357 円 

 

《歳入歳出決算状況》    

（単位：円） 

会 計 名 予 算 額 
決 算 額 

歳 入 歳 出 差 引 額 

一 般 会 計 71,477,996,863 68,975,420,977 64,935,677,611 4,039,743,366 

特 別 会 計 40,719,961,200 40,351,830,345 39,388,793,354 963,036,991 

 国 民 健 康 保 険 19,252,351,000 19,239,987,652 18,755,484,495 484,503,157 

後期高齢者医療 1,699,635,000 1,660,187,900 1,648,055,096 12,132,804 

介 護 保 険 （ 保 険 ） 13,270,307,000 13,075,048,316 12,841,033,175 234,015,141 

介 護 保 険 （ 介 護 ） 45,276,000 43,522,658 42,383,454 1,139,204 

下 水 道 4,958,438,200 4,843,181,243 4,690,456,418 152,724,825 

農 業 集 落 排 水 341,684,000 342,753,246 333,169,560 9,583,686 

医療福祉モール 51,288,000 52,368,294 51,285,251 1,083,043 

上川原産業団地 1,100,982,000 1,094,781,036 1,026,925,905 67,855,131 

合 計 112,197,958,063 109,327,251,322 104,324,470,965 5,002,780,357 
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一般会計・特別会計別決算構成図 

 

 

 

 

 

一般会計, 
68,975,420,977 , 

63% 

国民健康保険, 
19,239,987,652 , 

18% 

後期高齢者医療, 
1,660,187,900 , 

2% 

介護保険（保険）, 
13,075,048,316 , 

12% 

下水道, 
4,843,181,243 , 

4% 

《歳入》 

一般会計 
国民健康保険 
後期高齢者医療 
介護保険（保険） 
介護保険（介護） 
下水道 
農業集落排水 
医療福祉モール 
上川原産業団地 

一般会計, 
64,935,677,611 , 

62% 

国民健康保険, 
18,755,484,495 , 

18% 

後期高齢者医療, 
1,648,055,096 , 

2% 

介護保険（保険）, 
12,841,033,175 , 

12% 

下水道, 
4,690,456,418 , 

5% 

《歳出》 

一般会計 
国民健康保険 
後期高齢者医療 
介護保険（保険） 
介護保険（介護） 
下水道 
農業集落排水 
医療福祉モール 
上川原産業団地 
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イ 決算収支 

（単位：円） 

区分 一般会計 特別会計 合計 

①歳入決算額 68,975,420,977 40,351,830,345 109,327,251,322 

②歳出決算額 64,935,677,611 39,388,793,354 104,324,470,965 

③形式収支額 ①－② 4,039,743,366 963,036,991 5,002,780,357 

④翌年度へ繰り越すべき財源 957,593,000 73,580,243 1,031,173,243 

⑤実質収支額 ③－④ 3,082,150,366 889,456,748 3,971,607,114 

⑥前年度実質収支額 3,687,714,537 616,536,904 4,304,251,441 

⑦単年度収支額 ⑤－⑥ △605,564,171 272,919,844 △332,644,327 

⑧財政調整基金積立金 2,564,091,661 16,031,844 2,580,123,505 

⑨繰上償還金 0 0 0 

⑩財政調整基金取崩額 2,602,427,000 22,097,000 2,624,524,000 

⑪実質単年度収支額  

⑦+⑧+⑨-⑩ 
△643,899,510 266,854,688 △377,044,822 

 

   歳入総額から歳出総額を差し引いた形式収支額は５０億２７８万３５７円

であり、これから翌年度へ繰り越すべき財源１０億３１１７万３２４３円

を差し引いた実質収支額は３９億７１６０万７１１４円の黒字となってい

る。 

   平成２６年度の実質収支額から前年度の実質収支額を差し引いた単年度収

支額は、３億３２６４万４３２７円の赤字となっている。 

   これは、一般会計及び介護保険特別会計（保険事業勘定）、農業集落排水

特別会計等の単年度収支額が赤字となったためである。 

   これに財政調整基金への積立金や取崩し額等を加除した実質単年度収支額

は、３億７７０４万４８２２円の赤字となっており、今後の財政運営にお

いて歳出の抑制は急務であると感じるところである。 
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   各会計間の繰入れ繰出しによる重複額を控除した純計決算規模は、次のと

おりである。歳入総額は１０２３億３９４１万７４０９円、歳出総額は９

７３億３６６３万７０５２円となっている。 

 

《歳 入》 

（単位：円、％） 

年度 

項目 
２６年度 

２５年度 

栃木市 岩舟町 

総
計
額 

一般会計 

特別会計 

計 

68,975,420,977 

40,351,830,345 

109,327,251,322 

60,313,597,955 

33,608,752,914 

93,922,350,869 

7,324,233,039 

3,845,268,332 

11,169,501,371 

重
複
額 

一般会計 

特別会計 

計 

36,340,703 

6,951,493,210 

6,987,833,913 

102,122,690 

4,933,610,926 

5,035,733,616 

5,669,571 

735,721,417 

741,390,988 

純
計
額 

一般会計 

特別会計 

計 

68,939,080,274 

33,400,337,135 

102,339,417,409 

60,211,475,265 

28,675,141,988 

88,886,617,253 

7,318,563,468 

3,109,546,915 

10,428,110,383 

 

《歳 出》 

（単位：円、％） 

年度 

項目 
２６年度 

２５年度 

栃木市 岩舟町 

総
計
額 

一般会計 

特別会計 

計 

64,935,677,611 

39,388,793,354 

104,324,470,965 

56,290,612,555 

32,972,261,810 

89,262,874,365 

6,945,897,825 

3,836,002,350 

10,781,900,175 

重
複
額 

一般会計 

特別会計 

計 

6,951,493,210 

36,340,703 

6,987,833,913 

4,933,610,926 

102,122,690 

5,035,733,616 

735,721,417 

5,669,571 

741,390,988 

純
計
額 

一般会計 

特別会計 

計 

57,984,184,401 

39,352,452,651 

97,336,637,052 

51,357,001,629 

32,870,139,120 

84,227,140,749 

6,210,176,408 

3,830,332,779 

10,040,509,187 
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ウ 予算の執行状況 

   歳入決算額は１０９３億２７２５万１３２２円であり、総予算額１１２１

億９７９５万８０６３円に対して ９７．４％の収入率、調定額１１３６億 

６２９９万１２４２円に対して９６．２％の収入率となっている。 

収入未済額は３９億２５４１万６４４３円であり、主なものは 一般会計 

２１億１６６４万１６３６円、国保特別会計１７億１４５４万３７０９円、

介護保険特別会計（保険事業勘定）４６４２万５１３３円、下水道特別会

計３７３２万４５０４円である。 

一方、歳出決算額は１０４３億２４４７万９６５円であり、総予算額に

対し９３．０％の執行率となっている。 

不用額は４０億８８３１万９８５５円であり、主なものは 一般会計２９

億５９８７万２２５２円、国保特別会計４億９６８６万６５０５円、下水

道特別会計１億３８３４万９８２円である。 
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エ 財政の状況 

 

 財政力指数 経常収支比率 実質公債費比率 

26 0.700 94.0  8.9 

25 0.714 89.1  9.1 

24 0.705 91.8  9.6 

23 0.702 89.5 10.2 

           ※２５年度実質公債費比率については岩舟町との合算値 

 

■ 財政力指数 ０．７０ 

    基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３年間の平均

値であり、これが１を超えるほどに財源に余裕があるとされている。（１

を超えると普通交付税の不交付団体となる。） 

 

■ 経常収支比率 ９４．０ 

   市税、地方譲与税、地方交付税を中心とする経常一般財源を義務的な

性格の強い人件費、扶助費、公債費等に充当した割合を示すもので、通

常７０～８０％の間にあり８０％を超えると財政が硬直化しているもの

とされている。 

 

■ 実質公債費比率 ８．９ 

   財政の健全性を評価するために用いられる指標で、この比率が高いほ

ど、将来、財政硬直化の一因となるとされている。 

 

上記の結果を見る限り、実質公債費比率は改善されているが、財源に余

裕があるとされる財政力指数は数値が下がり、財政の硬直化を示す経常収

支比率が高い数値を示しており公債依存度は増加傾向にある。これらの数

値を見る限り、決して楽観視できる状況ではない。 

今後は歳入減少による財源不足が見込まれるため、財政自立計画に基づ

いた計画的・効率的な行財政運営に努め、財政の弾力性を確保し、行財政

の安定化を図られたい。  
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(2) 一般会計 

ア 決算の状況 

歳 入 決 算 額 689 億 7542 万 0977 円 （対予算現額 96.5％） 

歳 出 決 算 額 649 億 3567 万 7611 円 （対予算現額 90.8％） 

歳入歳出差引額 40 億 3974 万 3366 円 （形式収支額） 

（単位：円） 

           年度 

区分 
２６年度 ２５年度 

①歳入総額 68,975,420,977 60,313,597,955 

②歳出総額 64,935,677,611 56,290,612,555 

③形式収支額  （①－②） 4,039,743,366 4,022,985,400 

④翌年度へ繰り越すべき財源 957,593,000 335,270,863 

⑤実質収支額  （③－④） 3,082,150,366 3,687,714,537 

⑥前年度実質収支額 3,687,714,537 3,101,401,455 

⑦単年度収支額 （⑤－⑥） △605,564,171 586,313,082 

⑧財政調整基金積立金 2,564,091,661 1,543,455,926 

⑨繰上償還金 0 0 

⑩財政調整基金取崩額 2,602,427,000 670,327,000 

⑪実質単年度収支額（⑦+⑧+⑨-⑩） △643,899,510 1,459,442,008 

 

   歳入総額から歳出総額を差し引いた形式収支額は４０億３９７４万３３６

６円であり、これから翌年度へ繰り越すべき財源９億５７５９万３０００

円を差し引いた実質収支額は３０億８２１５万３６６円となっている。実

質単年度収支額は６億４３８９万９５１０円の赤字となっており、今後の

財政運営において歳出の抑制は急務であると感じるところである。 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２６年度 

２５年度 

栃木市 岩舟町 

予 算 現 額 71,477,996,863 60,414,206,231 7,489,207,000 

調 定 額 71,267,642,838 62,606,492,871 7,650,014,374 

収 入 済 額 68,975,420,977 60,313,597,955 7,324,233,039 

不 納 欠 損 額 175,580,225 172,735,798 12,164,722 

収 入 未 済 額 2,116,641,636 2,120,159,118 313,616,613 
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収 入 率 
対 予 算 96.5 99.8 97.8 

対 調 定 96.8 96.3 95.7 

 

   決算額は６８９億７５４２万９７７円で、収入率は、予算現額に対して 

９６．５％、調定額に対して９６．８％となっている。 

歳入の主な構成は、市税２１９億２０９９万５０８０円（３１．８％）、

地方交付税１０９億８８２２万２０００円（１５．９％）、国庫支出金 ６

９億２１８０万６８３６円（１０．０％）、市債６０億４１９０万円（８．

８％）、諸収入５１億１０２６万９１６３円（７．４％）、繰入金４６億８

３２６万３６４８円（６．８％）、県支出金４２億６５０８万２３２円（６．

２％）、繰越金４０億２２９８万５４００円（５．８％）である。なかでも

寄附金の伸びが顕著であり、今後もふるさと応援寄附金の制度周知に努め

られたい。 

不納欠損額は１億７５５８万２２５円であり、その内訳は、市税１億７

００９万８３３３円、諸収入２５３万５７２円、使用料及び手数料１５２

万９５２０円、分担金及び負担金１４２万１８００円である。 

収入未済額は２１億１６６４万１６３６円であり、その内訳は、市税１

７億２７２５万６８６９円、諸収入３億６８６万３６７５円、使用料及び

手数料６９８２万５５１２円、分担金及び負担金１２６９万５５８０円で

ある。 

 

 【市 税】                       （単位：円、％） 

      年度 

区分 
２６年度 

２５年度 

栃木市 岩舟町 

予 算 現 額 20,366,390,000 18,287,397,000 2,020,192,000 

調 定 額 23,818,350,282 21,474,134,844 2,216,320,991 

収 入 済 額 21,920,995,080 19,558,893,175 2,039,169,607 

不 納 欠 損 額 170,098,333 169,985,150 12,157,722 

収 入 未 済 額 1,727,256,869 1,745,256,519 164,993,662 

収 入 率 
対 予 算 107.6 107.0 100.9 

対 調 定  92.0  91.1  92.0 

市税収入額調によると、収入率は全体的に前年度より増加しており、市

全体による滞納整理への取組みは好転している。 

しかしながら、市税は歳入の根幹を成すものであるので、今後も収入未

済額及び不納欠損額の解消を目指して、市税の一層の増収を図られたい。 
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滞納者との交渉にあたっては、記録の作成を徹底し、滞納者の状況を継

続的に観察することが重要である。 

また、引き続き収入率向上にむけた県税事務所との連携強化を進めると

ともに、債権管理プランに基づく滞納整理による一層の取組みを求める。 

《科目別収入状況》 

（単位：円、％） 

     年度 

税目 

平成２６年度 平成２５年度収入済額 

収入済額 構成比 栃木市 岩舟町 

市 民 税 9,600,921,575 43.8 8,593,376,518 888,193,591 

固 定 資 産 税 9,921,061,008 45.2 8,738,569,969 976,003,456 

軽 自 動 車 税 319,879,865 1.5 270,024,000 39,300,375 

市 た ば こ 税 1,197,986,070 5.5 1,076,237,306 135,572,185 

鉱 産 税 3,605,200 0.0 3,279,400 － 

特 別 土 地 保 有 税 50,000 0.0 0 100,000 

入 湯 税 12,595,100 0.1 12,850,550 － 

都 市 計 画 税 864,896,262 3.9 864,555,432 － 

計 21,920,995,080 100.0 19,558,893,175 2,039,169,607 

 

  

市民税, 
9,600,921,575  

固定資産税, 
9,921,061,008  

軽自動車税, 
319,879,865  

市たばこ税, 
1,197,986,070  

都市計画税, 
864,896,262  

科目別収入状況構成図 

市民税 

固定資産税 

軽自動車税 

市たばこ税 

鉱産税 

特別土地保有税 

入湯税 

都市計画税 
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ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２６年度 

２５年度 

栃木市 岩舟町 

予 算 現 額 71,477,996,863 60,414,206,231 7,489,207,000 

支 出 済 額 64,935,677,611 56,290,612,555 6,945,897,825 

執 行 率 ( ％ ) 90.8 93.2 92.7 

翌 年 度 繰 越 額 3,582,447,000 1,473,681,863 0 

不 用 額 2,959,872,252 2,649,911,813 543,309,175 

 

   決算額は６４９億３５６７万７６１１円であり、予算現額に対して９０．

８％の執行率となっている。 

歳出の主な構成は、民生費２０５億３０７０万７８７９円（３１．５％）、

総務費８９億４７１２万８８７４円（１３．８％）、教育費７７億８５３８

万６７１０円（１２．０％）、公債費６７億９６２７万７９３１円（１０．

５％）、衛生費６３億８２５９万４６５５円（９．８％）、土木費５６億１

９３８万４８２円（８．７％）である。  

繰越額は３５億８２４４万７０００円であり、主なものは農林水産業費

１１億５２１２万８０００円、教育費８億８４９３万９４００円、民生費

７億１５１５万７０００円、土木費４億１４１８万３０００円、総務費２

億４４３６万４０００円である。特に、農林水産業費においては雪害等に

よる繰越が主であることから、早期における対応を求める。 

不用額は２９億５９８７万２２５２円であり、主なものは民生費１０億

７８５万４１２１円、総務費４億９４０３万７２２６円、教育費４億１８

４４万６８９０円、衛生費３億５２５２万１３４５円、土木費１億４２２

７万２２８１円である。 

 

《目的別構成状況》 

（単位：円、％） 

区 分 
２６年度 ２５年度支出済額 

支出済額 構成比 栃木市 岩舟町 

１ 議 会 費 437,583,801 0.7 423,260,497 102,061,871 

２ 総 務 費 8,947,128,874 13.8 10,835,792,689 1,249,896,969 

３ 民 生 費 20,530,707,879 31.6 16,053,188,445 1,712,653,716 

４ 衛 生 費 6,382,594,655 9.8 5,351,851,844 464,820,659 



15 

 

５ 労 働 費 78,912,533 0.1 79,400,827 958,500 

６ 農 林 水 産 費 2,246,267,702 3.5 1,286,324,934 152,270,906 

７ 商 工 費 3,574,100,497 5.5 3,345,589,012 82,235,605 

８ 土 木 費 5,619,380,482 8.6 5,497,853,568 799,140,482 

９ 消 防 費 2,537,336,547 3.9 1,901,976,707 323,775,873 

１０ 教 育 費 7,785,386,710 12.0 6,633,150,061 1,281,754,932 

１１ 災 害 復 旧 費 0 0.0 0 0 

１２ 公 債 費 6,796,277,931 10.5 4,882,223,971 776,328,312 

１３ 予 備 費 0 0.0 0 0 

 合 計 64,935,677,611 100.0 56,290,612,555 6,945,897,825 

 

   目的別に見た歳出の構成比は、民生費３１．６％が最も高く、次いで総務

費１３．８％、教育費 １２．０％、公債費１０．５％、衛生費９．８％、

土木費８．６％の順となっている。 

 

  

議会費, 
437,583,801  

総務費, 
8,947,128,874  

民生費, 
20,530,707,879  

衛生費, 
6,382,594,655  

労働費, 
78,912,533  

農林水産費, 
2,246,267,702  

商工費, 
3,574,100,497  

土木費, 
5,619,380,482  

消防費, 
2,537,336,547  

教育費, 
7,785,386,710  

災害復旧費, 0  

公債費, 
6,796,277,931  

目的別状況構成図 

議会費 

総務費 

民生費 

衛生費 

労働費 

農林水産費 

商工費 

土木費 

消防費 

教育費 

災害復旧費 

公債費 
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(3) 特別会計 
 

国民健康保険特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 192 億 3998 万 7652 円 （対予算現額 99.9％） 

歳 出 187 億 5548 万 4495 円 （対予算現額 97.4％） 

形式収支額 4 億 8450 万 3157 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２６年度 ２５年度 

①歳入総額 19,239,987,652 16,651,967,883 

②歳出総額 18,755,484,495 16,507,849,087 

③形式収支額 （①－②） 484,503,157 144,118,796 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 484,503,157 144,118,796 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２６年度 

２５年度 

栃木市 岩舟町 

予 算 現 額 19,252,351,000 17,136,856,000 2,070,000,000 

調 定 額 21,169,039,658 18,549,710,064 2,242,468,490 

収 入 済 額 19,239,987,652 16,651,967,883 1,852,480,025 

不 納 欠 損 額 214,508,297 194,442,225 12,955,025 

収 入 未 済 額 1,714,543,709 1,703,299,956 377,033,440 

収 入 率 
対 予 算 99.9 97.2 89.5 

対 調 定 90.9 89.8 82.6 

 

   決算額は１９２億３９９８万７６５２円で、収入率は、予算現額に対して

９９．９％、調定額に対して９０．９％となっている。 

歳入の主な構成は、国庫支出金４４億４０３８万３０５８円（２３．

２％）、国民健康保険税４４億２５４０万３３７０円（２３．０％）、前期

高齢者交付金４１億８２１８万３３４９円（２１．７％）、共同事業交付金

２０億２７４６万３２９円（１０．５％）、繰入金１９億５４７２万３７３

０円（１０．２％）である。 
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収入未済額は１７億１４５４万３７０９円で、主なものは国民健康保険

税である。 

 

《国民健康保険税収入状況》 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２６年度 

２５年度 

栃木市 岩舟町 

予 算 現 額 4,430,806,000 3,905,757,000 554,411,000 

調 定 額 6,353,381,627 5,900,878,273 721,694,325 

収 入 済 額 4,425,403,370 4,003,214,401 562,431,675 

不 納 欠 損 額 214,508,297 194,442,225 12,955,025 

収 入 未 済 額 1,713,469,960 1,703,221,647 146,307,625 

収 入 率 
対 予 算 99.9 102.5 101.4 

対 調 定 69.7  67.8  77.9 

 

   国民健康保険税の収入状況をみると、調定額に対する収入率は６９．７％

と低く、収入未済額は１７億１３４６万９９６０円となっている。 

市税収入額調によると、国民健康保険税の収入率は前年度より増加して

おり、市全体による滞納整理への取組みは好転している。 

しかしながら、国民健康保険税の収入悪化は、いずれの自治体において

も重要な課題であり、本市においても財政運営に与える影響は大きく、今

後も保険担当課・課税担当課・収税担当課による共通認識のもと、全市的

な相互協力による収入率の向上を求める。 

また、滞納者を放置することは完納者との公平性を欠くこととなるので、

滞納者への積極的な納税指導を行うとともに、債権管理プランに基づく滞

納整理による徴収の強化に努められたい。 

不納欠損額は ２億１４５０万８２９７円で、処分は地方税法等の規定に

基づいて適正に処理され、その内容は生活困窮、所在不明等でやむを得な

いものと認められたが、初期段階において有効な措置を講じるなど、不納

欠損額の解消に向けてより一層の取組みを求める。 
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 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２６年度 

２５年度 

栃木市 岩舟町 

予 算 現 額 19,252,351,000 17,136,856,000 2,070,000,000 

支 出 済 額 18,755,484,495 16,507,849,087 1,926,679,619 

執 行 率 ( ％ ) 97.4 96.3 93.1 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 496,866,505 629,006,913 143,320,381 

 

   決算額は１８７億５５４８万４４９５円で、予算現額に対して９７．４％

の執行率となっている。 

   歳出の主な構成は、保険給付費１２３億３３６３万４４１６円（６５．

７％）、後期高齢者支援金等２５億１６３９万２０８４円（１３．４％）、

共同事業拠出金２０億５９１３万１６９９円（１１．０％）、介護納付金１

１億６０１８万５２０円（６．２％）である。 

不用額は４億９６８６万６５０５円で、主なものは共同事業拠出金２億

２６４１万４３０１円、保険給付費１億９５３０万２５８４円である。 

   近年の急速な高齢化の進展や医療技術の高度化等により、医療費は増加傾

向にある。そのため、療養給付費や高額療養費などの保険給付費は、今後、

さらに増大すると見込まれるため、引き続き適正な事業実施を図られたい。 
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後期高齢者医療特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 16 億 6018 万 7900 円 （対予算現額 97.7％） 

歳 出 16 億 4805 万 5096 円 （対予算現額 97.0％） 

形式収支額 1213 万 2804 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２６年度 ２５年度 

①歳入総額 1,660,187,900 1,452,580,777 

②歳出総額 1,648,055,096 1,437,731,868 

③形式収支額 （①－②） 12,132,804 14,848,909 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 12,132,804 14,848,909 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２６年度 

２５年度 

栃木市 岩舟町 

予 算 現 額 1,699,635,000 1,455,160,000 159,600,000 

調 定 額 1,668,151,448 1,461,347,906 159,462,531 

収 入 済 額 1,660,187,900 1,452,580,777 157,565,648 

不 納 欠 損 額 1,197,898 1,150,500 62,200 

収 入 未 済 額 6,765,650 7,616,629 1,834,683 

収 入 率 
対 予 算 97.7 99.8 98.7 

対 調 定 99.5 99.4 98.8 

 

   決算額は１６億６０１８万７９００円で、収入率は、予算現額に対して９

７．７％、調定額に対して９９．５％となっている。 

歳入の主な構成は、後期高齢者医療保険料１１億６１１３万６５９１円

（６９．９％）、繰入金４億３９６６万１４８０円（２６．５％）である。 

収入未済額６７６万５６５０円は、すべて後期高齢者医療保険料である

が、滞納者の状況調査に努めるとともに、初期段階での有効な措置を講じ、

早期に解消を図ることを求める。 
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《後期高齢者医療保険料収入状況》 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２６年度 

２５年度 

栃木市 岩舟町 

予 算 現 額 1,186,591,000 1,038,424,000 116,667,000 

調 定 額 1,169,100,139 1,046,726,610 116,438,560 

収 入 済 額 1,161,136,591 1,037,959,481 114,798,850 

不 納 欠 損 額 1,197,898 1,150,500 62,200 

収 入 未 済 額 6,765,650 7,616,629 1,577,510 

収 入 率 
対 予 算 97.9 100.0 98.4 

対 調 定 99.3  99.2 98.6 

 

   後期高齢者医療保険料の収入状況をみると、調定額に対する収入率は９９．

３％となっており、収入未済額は６７６万５６５０円となっている。 

市税収入額調によると、後期高齢者医療保険料の収入率は前年度より増

加しており、市全体による滞納整理への取組みは好転している。 

しかしながら、医療保険料の収入の多くは年金からの特別徴収のため収

入率は高いが、一方で普通徴収による滞納が多い。滞納者を放置すること

は完納者との公平性を欠くこととなるので、積極的に納税指導を行うとと

もに、債権管理プランに基づく滞納整理による徴収の強化に努め、収入率

の向上を図られたい。 

不納欠損額は１１９万７８９８円で、すべて後期高齢者医療保険料であ

る。処分は高齢者の医療の確保に関する法律の規定に基づいて適正に処理

され、その内容は生活困窮、所在不明等でやむを得ないものと認められた

が、初期段階において有効な措置を講じるなど、不納欠損額の解消に向け

てより一層の取組みを求める。  
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 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２６年度 

２５年度 

栃木市 岩舟町 

予 算 現 額 1,699,635,000 1,455,160,000 159,600,000 

支 出 済 額 1,648,055,096 1,437,731,868 154,132,775 

執 行 率 ( ％ ) 97.0 98.8 96.6 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 51,579,904 17,428,132 5,467,225 

 

   決算額は１６億４８０５万５０９６円で、予算現額に対して９７．０％の

執行率となっている。 

   歳出の主な構成は、後期高齢者医療広域連合納付金１５億２０９８万８１

円（９２．３％）、総務費８１９０万５０１８円（５．０％）、後期高齢者

健診事業費４２５６万１３９７円（２．６％）である。 

不用額は５１５７万９９０４円で、主なものは後期高齢者医療広域連合

納付金２４４５万６９１９円、後期高齢者健診事業費１６８９万６６０３

円である。 
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介護保険特別会計（保険事業勘定） 

ア 決算の状況 

歳 入 130 億 7504 万 8316 円 （対予算現額 98.5％） 

歳 出 128 億 4103 万 3175 円 （対予算現額 96.8％） 

形式収支額 2 億 3401 万 5141 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２６年度 ２５年度 

①歳入総額 13,075,048,316 10,960,212,555 

②歳出総額 12,841,033,175 10,625,248,758 

③形式収支額 （①－②） 234,015,141 334,963,797 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 234,015,141 334,963,797 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２６年度 

２５年度 

栃木市 岩舟町 

予 算 現 額 13,270,307,000 10,942,717,000 1,400,600,000 

調 定 額 13,134,114,187 11,017,202,615 1,380,474,658 

収 入 済 額 13,075,048,316 10,960,212,555 1,346,754,796 

不 納 欠 損 額 12,640,738 12,266,900 502,830 

収 入 未 済 額 46,425,133 44,723,160 33,217,032 

収 入 率 
対 予 算 98.5 100.2 96.2 

対 調 定 99.6  99.5 97.6 

 

   決算額は１３０億７５０４万８３１６円で、収入率は、予算現額に対して

９８．５％、調定額に対して９９．６％となっている。 

歳入の主な構成は、支払基金交付金３５億２７５４万６４６０円（２７．

０％）、国庫支出金２８億６９５２万９４６９円（２１．９％）、保険料２

３億４１８６万５５０１円（１７．９％）、繰入金２１億５４８２万６００

０円（１６．５％）である。 

収入未済額４６４２万５１３３円はすべて保険料であり、昨年度に比べ

て若干増加している。このまま放置すると運営に支障を来たすおそれがあ

るので、初期段階での有効な措置を講じ、早期に解消を図ることを求める。 
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《介護保険料収入状況》 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２６年度 

２５年度 

栃木市 岩舟町 

予 算 現 額 2,317,901,000 1,969,512,000 259,388,000 

調 定 額 2,400,931,372 2,043,872,396 264,425,610 

収 入 済 額 2,341,865,501 1,986,882,336 260,826,748 

不 納 欠 損 額 12,640,738 12,266,900 502,830 

収 入 未 済 額 46,425,133 44,723,160 3,096,032 

収 入 率 
対 予 算 101.0 100.9 100.1 

対 調 定  97.5  97.2  98.6 

 

   介護保険料の収入状況をみると、調定額に対する収入率は９７．５％とな

っており、収入未済額は４６４２万５１３３円となっている。 

市税収入額調によると、介護保険料の収入率は前年度より増加しており、

市全体による滞納整理への取組みは好転している。 

   しかしながら、介護保険料の収入の多くは年金からの特別徴収のため収入

率は高いが、一方で普通徴収による滞納が多い。滞納者を放置することは

完納者との公平性を欠くこととなるので、積極的に納税指導を行うととも

に、債権管理プランに基づく滞納整理に取組むなど徴収の強化に努め、収

入率の向上を図られたい。 

不納欠損額は１２６４万７３８円ですべて保険料である。処分は介護保

険法の規定に基づいて適正に処理され、その内容は生活困窮、所在不明等

でやむを得ないものと認められたが、初期段階において有効な措置を講じ

るなど、不納欠損額の解消に向けてより一層の取組みを求める。 
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 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２６年度 

２５年度 

栃木市 岩舟町 

予 算 現 額 13,270,307,000 10,942,717,000 1,400,600,000 

支 出 済 額 12,841,033,175 10,625,248,758 1,269,235,662 

執 行 率 ( ％ ) 96.8 97.1 90.6 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 429,273,825 317,468,242 131,364,338 

 

   決算額は１２８億４１０３万３１７５円で、予算現額に対して９６．８％

の執行率となっている。 

歳出の主な構成は、保険給付費１２０億２０１７万８０４３円（９３．

６％）、総務費３億８９７８万６９６５円（３．０％）、地域支援事業費２

億９７５３万９４７６円（２．３％）である。 

不用額は４億２９２７万３８２５円で、主なものは保険給付費３億６２

８９万３９５７円、地域支援事業費２８２３万８５２４円、総務費２１６

２万９０３５円である。 
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介護保険特別会計（介護サービス事業勘定） 

ア 決算の状況 

歳 入 4352 万 2658 円 （対予算現額 96.1％） 

歳 出 4238 万 3454 円 （対予算現額 93.6％） 

形式収支額 113 万 9204 円  

 （単位：円） 

           年度 

区分 
２６年度 ２５年度 

①歳入総額 43,522,658 40,734,625 

②歳出総額 42,383,454 40,337,653 

③形式収支額 （①－②） 1,139,204 396,972 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 1,139,204 396,972 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２６年度 ２５年度 対前年度増減 

予 算 現 額 45,276,000 41,931,000 3,345,000 

調 定 額 43,522,658 40,734,625 2,788,033 

収 入 済 額 43,522,658 40,734,625 2,788,033 

不 納 欠 損 額 0 0 0 

収 入 未 済 額 0 0 0 

収 入 率 
対 予 算  96.1  97.1  0.6 

対 調 定 100.0 100.0   0.0 

 

   決算額は４３５２万２６５８円で、収入率は、予算現額に対して９６．

１％、調定額に対して１００．０％となっている。 

歳入の主なものは、サービス収入３９１６万３５０５円(９０．０％）で

ある。 
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 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２６年度 ２５年度 対前年度増減 

予 算 現 額 45,276,000 41,931,000 3,345,000 

支 出 済 額 42,383,454 40,337,653 2,045,801 

執 行 率 ( ％ ) 93.6 96.2 △2.6 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 2,892,546 1,593,347 1,299,199 

 

   決算額は４２３８万３４５４円で、予算現額に対して９３．６％の執行率

となっている。 

歳出は、すべて事業費である。 

不用額は２８９万２５４６円で、すべて事業費である。 

この介護サービス事業勘定は、市が直営で運営している地域包括支援セ

ンターによる指定介護予防支援事業を実施するためのものであり、近年の

急速な高齢化の進展により、今後、ますます増大すると見込まれることか

ら、適正な事業実施を図られたい。 
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下水道特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 48 億 4318 万 1243 円 （対予算現額 97.7％） 

歳 出 46 億 9045 万 6418 円 （対予算現額 94.6％） 

形式収支額 1 億 5272 万 4825 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２６年度 ２５年度 

①歳入総額 4,843,181,243 4,054,416,371 

②歳出総額 4,690,456,418 3,929,247,953 

③形式収支額 （①－②） 152,724,825 125,168,418 

④翌年度へ繰り越すべき財源 6,700,800 19,954,200 

⑤実質収支額 （③－④） 146,024,025 105,214,218 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２６年度 

２５年度 

栃木市 岩舟町 

予 算 現 額 4,958,438,200 4,102,608,500 502,829,000 

調 定 額 4,886,501,956 4,098,760,148 515,397,901 

収 入 済 額 4,843,181,243 4,054,416,371 488,467,863 

不 納 欠 損 額 5,996,209 9,373,961 2,569,574 

収 入 未 済 額 37,324,504 34,969,816 24,360,464 

収 入 率 
対 予 算 97.7 98.8 97.1 

対 調 定 99.1 98.9 94.8 

 

   決算額は４８億４３１８万１２４３円で、収入率は、予算現額に対して９

７．７％、調定額に対して９９．１％となっている。 

歳入の主な構成は 繰入金２１億５１９５万２０００円（４４．４％）、

使用料及び手数料１２億１４５７万５７７８円（２５．１％）、市債８億２

６８０万円（１７．１％）、国庫支出金４億３１３５万４０００円（８．

９％）、繰越金１億２５１６万８４１８円（２．６％）である。 

不納欠損額は５９９万６２０９円で、分担金及び負担金３２６万６０円、

使用料及び手数料２７３万６１４９円である。 

処分は地方自治法等の規定に基づいて適正に処理され、その内容は、生
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活困窮等でやむを得ないものと認められたが、初期段階において猶予措置

を講じるなど、不納欠損額の解消に向けてより一層の取組みを求める。 

収入未済額は３７３２万４５０４円で、その主な内訳は、使用料及び手

数料１９０５万９５６４円、分担金及び負担金１８２０万７４４０円であ

り、昨年より若干増加傾向にある。 

事業の健全な経営を確保するため、制度の周知を徹底し、個別訪問等に

よる定期的な働きかけを行って分納誓約による計画的な納付を促し、法的

な滞納処分を行うなど、早期に解消を図ることを求める。 

また、受益者負担金についても、今後も債権管理プランに基づく滞納整

理に取組むなど徴収の強化に努め、収入率の向上を図られたい。 

 

 ウ 歳出 

  （単位：円） 

      年度 

区分 
２６年度 

２５年度 

栃木市 岩舟町 

予 算 現 額 4,958,438,200 4,102,608,500 502,829,000 

支 出 済 額 4,690,456,418 3,929,247,953 485,954,294 

執 行 率 ( ％ ) 94.6 95.8 96.6 

翌 年 度 繰 越 額 129,640,800 77,181,200 0 

不 用 額 138,340,982 96,179,347 16,874,706 

 

   決算額は４６億９０４５万６４１８円で、予算現額に対して９４．６％の

執行率となっている。 

歳出の構成は、公債費２２億３７０７万３１９７円（４７．７％）、公共

下水道費 １２億７０７万４７９５円（２５．７％）、流域下水道費９億５

６２万１１０９円（１９．３％）、総務費３億４０６８万７３１７円（７．

３％）である。 

翌年度繰越額はすべて公共下水道費である。 

不用額は１億３８３４万９８２円で、主なものは公共下水道費７７７２

万５６０５円、流域下水道費２５７１万３８９１円、公債費１３３９万７

８０３円である。 

公共下水道や流域下水道の建設、施設の維持管理など計画に基づいた生

活排水処理施設の整備を推進するにあたり、下水道の普及率５６．１％、

水洗化率８９．７％という状況であることから、効率的な整備を行うとと

もに、未接続世帯の減少に向け、水洗化の普及促進に一層の努力を求める。  
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農業集落排水特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 3 億 4275 万 3246 円 （対予算現額 100.3％） 

歳 出 3 億 3316 万 9560 円 （対予算現額  97.5％） 

形式収支額 958 万 3686 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２６年度 ２５年度 

①歳入総額 342,753,246 344,688,899 

②歳出総額 333,169,560 328,433,980 

③形式収支額 （①－②） 9,583,686 16,254,919 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 9,583,686 16,254,919 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２６年度 ２５年度 対前年度増減 

予 算 現 額 341,684,000 342,760,000 △1,076,000 

調 定 額 346,869,167 350,672,990 △3,803,823 

収 入 済 額 342,753,246 344,688,899 △1,935,653 

不 納 欠 損 額 400,110 861,557 △461,447 

収 入 未 済 額 3,715,811 5,122,534 △1,406,723 

収 入 率 
対 予 算 100.3 100.6 △0.2 

対 調 定  98.8  98.3  0.8 

 

   決算額は３億４２７５万３２４６円で、収入率は、予算現額に対し１００．

３％、調定額に対して９８.８％となっている。 

歳入の主な構成は、繰入金２億５２６５万３０００円（７３．７％）、使

用料及び手数料７０５３万８１５２円（２０．６％）、繰越金１６２５万４

９１９円（４．７％）である。 

不納欠損額は４０万１１０円で、使用料及び手数料２７万９２１０円、

分担金及び負担金１２万９００円である。 

下水道特別会計と同様に、処分は地方自治法の規定に基づいて適正に処

理されたものと認められるが、特定の受益者のための使用料・手数料や分
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担金であるので、初期段階において有効な措置を講じるなど、不納欠損額

の解消に向けてより一層の取組みを求める。 

収入未済額は３７１万５８１１円で、その内訳は、分担金及び負担金２

３２万５６２５円、使用料及び手数料 １３９万１８６円であるが、制度の

周知を徹底し、個別訪問等による定期的な働きかけを行って分納誓約によ

る計画的な納付を促し、法的な滞納処分を行うなど、早期に解消を図るこ

とを求める。 

 

 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２６年度 ２５年度 対前年度増減 

予 算 現 額 341,684,000 342,760,000 △1,076,000 

支 出 済 額 333,169,560 328,433,980 4,735,580 

執 行 率 ( ％ ) 97.5 95.8 1.7 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 8,514,440 14,326,020 △5,811,580 

 

   決算額は３億３３１６万９５６０円で、予算現額に対して９７．５％の執

行率となっている。 

歳出の構成は、公債費 ２億２３０３万１０５０円（６６．９％）、農業

集落排水事業費 ８０９９万６３２７円（２４．３％）、総務費２９１４万

２１８３円（８．８％）である。 

不用額は８５１万４４４０円で、主なものは農業集落排水事業費２５２

万４６７３円、総務費９８万８８１７円である。 
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医療福祉モール特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 5236 万 8294 円 （対予算現額 102.1％） 

歳 出 5128 万 5251 円 （対予算現額 100.0％） 

形式収支額 108 万 3043 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２６年度 ２５年度 

①歳入総額 52,368,294 5,569,808 

②歳出総額 51,285,251 5,312,192 

③形式収支額 （①－②） 1,083,043 257,616 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 1,083,043 257,616 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２６年度 ２５年度 対前年度増減 

予 算 現 額 51,288,000 5,340,000 45,948,000 

調 定 額 52,368,294 5,569,808 46,798,486 

収 入 済 額 52,368,294 5,569,808 46,798,486 

不 納 欠 損 額 0 0 0 

収 入 未 済 額 0 0 0 

収 入 率 
対 予 算 102.1 104.3 2.1 

対 調 定 100.0 100.0 0.0 

 

   決算額は５２３６万８２９４円であり、予算現額に対して１０２．１％、

調定額に対して１００．０％の収入率となっている。 

歳入の主な構成は、土地の売払いによる財産収入５０５５万１５５９円

（９６．５％）、繰入金１５５万９０００円（３．０％）である。 
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 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２６年度 ２５年度 対前年度増減 

予 算 現 額 51,288,000 5,340,000 45,948,000 

支 出 済 額 51,285,251 5,312,192 45,973,059 

執 行 率 ( ％ ) 100.0 99.5 0.5 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 2,749 27,808 △25,059 

 

   決算額は５１２８万５２５１円であり、予算現額に対してほぼ１００％の

執行率となっている。 

歳出の構成は、公債費３９１８万４３７１円（７６．４％）、医療福祉モ

ール事業費１２１０万８８０円（２３．６％）である。 

   大平地域に不足する診療科と福祉施設を一体的に整備するための特別会計

で、積極的な施設誘致を進めることにより、今後も地域密着型の診療施設

の環境整備を図られたい。 
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千塚町上川原産業団地特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 10 億 9478 万 1036 円 （対予算現額 99.4％） 

歳 出 10 億 2692 万 5905 円 （対予算現額 93.3％） 

形式収支額 6785 万 5131 円  

（単位：円） 

          年 度 

区 分 
２６年度 

① 歳入総額 1,094,781,036 

② 歳出総額 1,026,925,905 

③ 形式収支額 （①－②） 67,855,131 

④ 翌年度へ繰り越すべき財源 66,879,443 

⑤ 実質収支額 （③－④） 975,688 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

区分 

 

年度 

予算現額 調定額 収入済額 
不納 

欠損額 

収入 

未済額 

収入率 

対 

予算 

対 

調定 

26 年度 1,100,982,000 1,094,781,036 1,094,781,036 0 0 99.4 100.0 

 

   決算額は１０億９４７８万１０３６円であり、予算現額に対して９９．

４％、調定額に対して１００．０％の収入率となっている。 

歳入の主なものは、市債９億３３４０万円（８５．３％）である。 

 

 ウ 歳出 

（単位：円、％） 

区分 

年度 
予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 

26 年度 1,100,982,000 1,026,925,905 73,079,443 976,652 93.3 

 

   決算額は１０億２６９２万５９０５円であり、予算現額に対して９３．

３％の執行率となっており、歳出はすべて産業団地造成事業費である。 
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また、翌年度繰越額もすべて産業団地造成事業費である。 

この特別会計は、千塚町上川原地区に新たな産業団地を整備するため、

今年度から新設された会計である。産業の振興や雇用機会の拡大などを目

的とした企業誘致を積極的に進めるため、今後も良好な産業基盤の整備を

図られたい。 

 

 

(4) 財産に関する調書について 

 

    財産に関する調書について、当年度の異動を中心に審査したところ、調書の

内容に誤りはなく、計数も正確であると認められた。 

 

ア 公有財産（行政財産） 

   土地及び建物 
   土地の現在高は 4,264,179.315 ㎡、建物の現在高は 599,605.179 ㎡である。 

  増加した主なものは、土地については、梓町地内のとちぎクリーンプラザ敷

地 57,050.770 ㎡、建物については、とちぎクリーンプラザ 20,531.150 ㎡

である。 

減少した主なものは、建物については、大平南小学校校舎ほか 3,384.050

㎡（用途廃止）である。 

             

イ 公有財産（普通財産） 

 （ｱ） 土地及び建物    

    土地の現在高は 1,556,013.937 ㎡、建物の現在高は 12,357.775 ㎡であ

る。 

増加した主なものは、土地については、旧静和保育所 2,060.540 ㎡

（合併による増）、建物については、旧小野寺研修所 503.920 ㎡（合併に

よる増）である。 

 （ｲ） 山    林 

       山林の現在高は 1,300,638 ㎡、立木推定蓄積量は 11,805ｍ3である。 

日光杉並木オーナー制度の並木杉は６本である。 

 （ｳ） 有価証券 

       現在高は３６６５万円であり、内訳は栃木ガス株式会社４０５万円、ケ

ーブルテレビ株式会社１１００万円、株式会社観光農園いわふね２１６

０万円となっている。 
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 （ｴ） 無体財産権 

       現在高は２４件であり、内訳は「とち介」・「Hearts 姫」・「コスもん」

など１９件の著作権、「とち介」・「こなら娘」・「桜おとめ」など５件の商

標権となっている。 

 （ｵ） 出資による権利 

       現在高は９億６５１１万４千円であり、主なものは栃木県信用保証協会

出捐金４４８２万３千円、栃木市水道事業出資金（旧藤岡町水道事業出

資金２５８０万円、旧西方町水道事業出資金５億１４２４万４千円、寺

尾地区簡易水道事業出資金２億３０００万円）、栃木県農業信用基金協会

出資金２３２９万円、(一財)藤岡町農業公社出捐金２０００万円、(一

財)都賀町農業公社出捐金２０００万円である。 

 

ウ 物      品 

取得価格５０万円以上の備品は、 車両類（乗用車、特殊車両等）４２２ 

点を含む合計１６５３点となっている。 

 

エ 債      権 

     現在高は５億７１５９万１１４７円であり、主なものは栃木市土地開発公

社資金貸付金１億７５８０万４４０円、老人保健施設整備貸付金２億６３

７８万４千円、観光農園施設整備等資金貸付金１億２２５万円となってい

る。 

 

オ 基      金 

     栃木市土地開発基金ほか３０基金が設置され、その内訳は、現金１５０億

１２７８万１３８１円、貸付金７０８９万３５０１円、印紙等５３６万８

１１０円、不動産（土地）2,889 ㎡である。 

主なものは 栃木市財政調整基金８０億３５６３万２４１９円、栃木市減

債基金２４億８０８３万７７５９円、栃木市大澤基金９億７８１６万６７

１円、栃木市庁舎建設基金８億２０６８万５２６０円である。 

 
 

 

  



36 

 

(5) 運用基金の状況について 

 

    各運用基金は、それぞれの設置目的にそって運用されており、その経理及び

現金等の保管は適正に行われ、かつ、基金の運用状況調書の計数は、関係諸

帳簿と符合し、正確であると認められた。 

なお、貸付及び回収には十分留意し、公正かつ効率的な運用に努められた

い。 

 

ア 土地開発基金 

当年度の運用状況を見ると、収入が１億１０３３万９５２１円（前年度

繰越額６０１１万７９０７円、旧岩舟町土地開発基金承継分５０１６万３

５０５円、利子５万８１０９円）、支出は０円である。 

年度末現在の基金額は１億１０３３万９５２１円となっている。 

 

なお、土地開発基金の廃止や土地開発公社の解散については、現在訴訟

中の案件が存在することを踏まえ、現段階では、現状における問題点を整

理した上で、基金や公社の今後の在り方について充分に検討されたい。 

 

イ 印紙等購買基金 

当年度の運用状況を見ると、現金については、収入が３６５５万６６９

０円（前年度繰越額３４５万６３６０円、印紙等売捌額３３１０万３３０

円）、支出は 印紙等購入額３３９２万４８００円であり、印紙等について

は、収入が３８４６万８４４０円（前年度繰越額４５４万３６４０円、印

紙等購入額 ３３９２万４８００円）、支出は 印紙等売捌額３３１０万３３

０円である。 

年度末現在の基金額は８００万円であり、内訳は現金２６３万１８９０

円、印紙等５３６万８１１０円となっている。 

 

ウ 保護費即時払基金 

当年度の運用状況を見ると、現金については、収入が１８１９万７５３

５円（前年度繰越額５９８１円、基金増額金５０万円、貸付金回収額１７

６９万１５５４円）、支出は 貸付金１８００万２１６１円であり、貸付金

については、収入が１８９９万６１８０円（前年度繰越額９９万４０１９

円、貸付額１８００万２１６１円）、支出は貸付金回収額１７６９万１５５

４円である。 

年度末現在の基金額は１５０万円であり、内訳は現金１９万５３７４円、
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貸付金１３０万４６２６円となっている。 

 

エ 奨学基金 

当年度の運用状況を見ると、現金については、収入が６２５２万５７６

８円（前年度繰越額４４７８万３０１８円、貸付金回収額９９８万２７５

０円、一般会計繰入金７７６万円）、支出は 貸付金８４０万６０００円で

あり、貸付金については、収入が７９５７万１６２５円（前年度繰越額７

１１６万５６２５円、貸付額８４０万６０００円）、支出は貸付金回収額９

９８万２７５０円である。 

年度末現在の基金額は １億２３７０万８６４３円であり、内訳は 現金 

５４１１万９７６８円、貸付金６９５８万８８７５円となっている。 

 


	A
	栃木市長  鈴木　俊美  様
	栃木市監査委員  藤沼　康雄
	栃木市監査委員  千葉　正弘
	１　審査の対象
	２　審査の期間
	３　審査の方法
	４　審査の結果
	総　括　意　見
	(1) 決算の概要
	ア　決算規模
	イ　決算収支
	ウ　予算の執行状況
	エ　財政の状況

	(2) 一般会計
	ア　決算の状況
	イ　歳入
	ウ　歳出

	(3) 特別会計
	国民健康保険特別会計
	後期高齢者医療特別会計
	介護保険特別会計（保険事業勘定）
	介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）
	下水道特別会計
	農業集落排水特別会計
	医療福祉モール特別会計
	千塚町上川原産業団地特別会計

	(4) 財産に関する調書について
	(5) 運用基金の状況について


